第１号様式（第３条関係）
年度大分県ドローン産業研究開発事業認定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　大分県ドローン協議会
会長　　　　　　　殿
申請者
代表者
住所（申請者の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　   名称（申請者の名称）
　　　　　　　　　　　　　　   氏名（申請者の代表者の氏名）　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　   電話番号
　　　年度において、下記のとおり大分県ドローン産業研究開発事業を実施したいので認定されるよう、関係書類を添えて申請します。
事業種別：　製品開発　・　ソフト・サービス開発　（申請する区分に○をつけること。）
　添付書類
　(1) 事業計画書（第２号様式）
  (2) 収支予算書（第３号様式）
第２号様式（第３条関係）
事業計画書
1． 事業実施主体の概要等
	事業種別
	（いずれかの区分に○をつけること。）

製品開発　　・　ソフト・サービス開発

	事業実施主体
	名称：
住所：
電話：
担当者：
資本金・出資金：
従業員数：

	実施期間
	交付決定日～令和　　年　　月　　日

	補助金申請額
	 　　　 　　　　　　　　　　　円

	採用した
アイデア
	

	公的助成金の交付を受けた実績
	（過去に受給した国や県等の補助金、若しくは現在申請中の他の補助金があればその名称、交付者、金額、及び交付年月日を記載すること。）



２．事業内容
	題目
	（研究テーマ、事業内容を表現する適切な名称を記入）


	内容の要約
	（採択後、公開することを前提として記載）


	課題設定
	

	（研究開発により解決しようとする課題を具体的に記載すること。課題が複数ある場合は、項目を分けて記載すること。）


	

	課題設定の背景・理由
	

	（課題を認識するに至った背景や理由を記載すること。）


	課題解決の手法
	

	（可能性調査、試作機開発などを実施する製品、ソフト・サービスの内容を記載すること。図を用いるなどわかりやすい説明に留意すること。また特に、特許等知的財産権取得の可能性がある技術など新規性・独創性がある部分や設定した課題に対応するポイントがわかるよう記載すること。）


	実施手順及びスケジュール
	

	（可能性調査、試作機開発などを行うために必要な項目を時系列で列挙するとともに、その内容を記載すること。またそのスケジュールを表形式で示すこと。）
項目
８月
９月
10月
11月
12月
１月
２月
３月


	事業の目標
	

	（本事業の実施により目指す到達目標を記載すること。また実用化後に想定する最終目標を記載すること。）



	市場分析
	

	（製品、ソフト・サービスが実用化した際に予想される競合品の存在、又は競合品を製造し得る競争相手の存在、獲得可能性のある市場の規模などを記載すること。）


	地域経済への貢献
	

	（製品、ソフト・サービスが実用化した際の供給体制を想定し、売上高、雇用者数等から地域経済への貢献の度合いを記載すること。）


	取組の基礎となるこれまでの研究等の蓄積
	

	（参加メンバーについて、これまで研究開発業務に携わった実績や今回の研究内容に関連する事業実績を記載すること（論文・パンフレット等があれば添付すること）。）


	事業実施体制
	

	（研究開発についての体制を図示するとともに、参加メンバーの役割を記載すること。）


	ワーク・ライフ・バランスの充実性
	

	・大分ワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰の受賞　　　　　 　　　□有　　　□無

・くるみん認定またはプラチナくるみん認定を受けている（申請中を含む） □有　　　□無

・しごと子育てサポート企業の認定を受けている（申請中を含む）　　　　 □有　　　□無


３．補助対象経費等
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	積算内訳
	備考

	旅費
	
	
	
	

	事務庁費
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	

	機械装置・
工具器具費
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	

	技術指導受入費
	
	
	
	

	直接人件費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※「補助事業に要する経費」は、当該補助事業に要する経費を税込みで記載すること。

※「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」から消費税や振込手数料などの補助対象外経費を除いた額を記載すること。
※機械装置・工具器具費については購入、改良等の別を備考欄に記入すること。なお、購入物件については購入先を備考欄に記載すること
※機械装置・工具器具を自家製造する場合は、鋼材、木型、鋳物等を原材料費に計上し、その内容を積算内訳に記載すること
　※委託する場合には、備考欄に委託先を記入すること
第３号様式（第３条関係）
収　支　予　算　書
　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	備　考

	補助金
自己資金
その他
	
	

	計
	
	


　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	備　考

	補助対象経費
	
	

	計
	
	


2

